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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　資産の評価基準及び評価方法
①有価証券の評価基準及び評価方法

　その他有価証券
　時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。
　時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法によっております。

　
 

保管有価証券　　　　　　　　　商品先物取引法施行規則第39条の規定に基づく充用価格によっており、
主な有価証券の価格は次のとおりであります。
利付国債証券 額面金額の85％
社債（上場銘柄） 額面金額の65％
株券（一部上場銘柄）及び倉荷証券 時価の70％相当額

②ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞの評価基準及び評価方法
時価法によっております。

③たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品　　　　　　　　　　　　　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）によっております。
貯蔵品　　　　　　　　　　　　個別法による原価法によっております。

⑵　固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産　　　　　　　　　　定率法によっております。
（リース資産を除く）　　　　　　　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並び

に平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について
は定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 22年から47年

②無形固定資産　　　　　　　　　　定額法によっております。
（リース資産を除く）　　　　　　　なお、ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっております。
③リース資産　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。
④長期前払費用　　　　　　　　　　定額法によっております。
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⑶　引当金及び特別法上の準備金の計上基準
①貸倒引当金　　　　　　　　　　　一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
②賞与引当金　　　　　　　　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度

の負担額を計上しております。
③役員賞与引当金　　　　　　　　　役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担す

べき額を計上しております。
④訴訟損失引当金　　　　　　　　　係争中の商品先物取引及び外国為替証拠金取引における損害賠償請求訴

訟等について、今後の損害賠償金の支払に備えるため、経過状況等に基
づき金額を合理的に見積もり損失見込額を計上しております。

⑤退職給付引当金　　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき計上しております。
なお、当社は、退職金制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時
金制度を採用しております。
ⅰ退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの
期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっております。

ⅱ数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数（８年）による定額法により按分
した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

⑥商品取引責任準備金　　　　　　　商品取引責任準備金は、商品先物取引事故の損失に備えるため、商品先
物取引法第221条の規定に基づき、同法施行規則に定める額を計上して
おります。

⑷　営業収益の計上基準
①受取手数料

　商品先物取引　　　　　　　　　委託者の売付けまたは買付けに係る取引が成立したときに計上しており
ます。

　オプション取引　　　　　　　　委託者の売付けまたは買付けに係る取引が成立したときに計上しており
ます。

　商品ファンド　　　　　　　　　取引成立日に計上しております。
②売買損益　　　　　　　　　　　　反対売買により取引を決済したときに計上しております。また、未決済

建玉については時価による評価損益を計上しております。

－ 2 －

個別注記表



⑸　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等
は、発生事業年度の期間費用として処理しております。

２．会計上の見積りの変更
(数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理年数の変更)
　退職給付に係る会計処理において、数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理年数は、従来、従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）で費用処理しておりましたが、平均残存勤務期間がこれを下回ったた
め、当事業年度より費用処理年数を８年に変更しております。なお、この変更による当事業年度の損益に与える
影響は軽微であります。
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３．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務
①定期預金 420,000千円

上記定期預金は、当座借越の担保に供しております。
これに対応する債務として、当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約
を締結しております。これら契約に基づく当事業年度末の借入金の状況は次のとおりであります。

当座貸越極度額の総額 420,000千円
借入実行残高 －千円
差引額 420,000千円

②取引証拠金等の代用として㈱日本商品清算機構へ預託している資産は次のとおりであります。
保管有価証券 2,425,373千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 450,254千円
⑶　商品先物取引法第210条の規定に基づき、日本商品委託者保護基金に分離保管しなければならない保全対象

財産の金額はありません。
　　なお、同法施行規則第98条の規定に基づく、委託者資産保全措置額はありません。
⑷　投資その他の資産の破産更生債権等のうち、220,000千円については、自己株式（時価353,496千円）を担

保として受け入れております。
⑸　偶発債務

平成31年３月末において、商品先物取引の受託に関し、当社を被告とする損害賠償請求件数が15件（請求
額878,020千円)となっております。
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４．損益計算書に関する注記
　当事業年度において、当社は以下の資産について減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類

兵庫県洲本市他 遊休資産 土地

大阪支店 防犯カメラ 長期前払費用

当社は、全社を一つの資産グループとしております。
当社は継続して営業損失を計上しており、車両を除く固定資産等の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当期
減少額を減損損失として計上いたしました。
その内訳は、長期前払費用98千円であります。
当社は遊休資産については、他の資産グループとは区別して個別に評価・測定を行っており減損損失は164千
円であります。
回収可能価額については、正味売却価額により測定しており、原則として固定資産税評価額を合理的に調整し
た価額によっております。売却等が困難な資産は備忘価額１円として評価しております。

５．株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の総数に関する事項
株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数
普 通 株 式 16,227,207株 －株 －株 16,227,207株
⑵　自己株式の数に関する事項
株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数
普 通 株 式 789,942株 －株 －株 789,942株
⑶　剰余金の配当に関する事項

①配当金支払額等
該当事項はありません。

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌事業年度になるもの
該当事項はありません。

⑷　当事業年度末日における新株予約権に関する事項
　該当事項はありません。
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６．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
当社は、資金運用については預金等に限定しております。一時的な余資は、主に流動性の高い金融資産で
運用し、資金調達については銀行借入による方針であります。デリバティブは、後述するリスクを回避す
るために利用しており、投機的な取引は、行わない方針であります。

②金融商品の内容及びそのリスク
当社は、商品先物取引を主たる事業としております。
委託者未収金は、商品市場における取引に基づいて発生する委託者に対する未収金であり委託者の信用リ
スクに晒されております。
委託者からの取引の証拠金は、差入保証金としてアウトハウス型クリアリングハウスである㈱日本商品清
算機構へ預託しておりますので、リスクはほとんどないと認識しております。
未収入金は、㈱日本商品清算機構との場勘定、未収委託手数料等であります。
長期差入保証金は、㈱日本商品清算機構等への預託金であります。
未払金は㈱日本商品清算機構との場勘定、未払配当金等であります。
預り証拠金及び預り証拠金代用有価証券は委託者より取引の証拠金として受け入れたものであります。
委託者差金は、商品取引清算機関を経由して受払いをした委託者の計算による未決済建玉に係る約定差金
及び帳入差金であります。
投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式でありますが、発行体の信用リスク、
市場価額の変動リスクに晒されております。
出資金は、商品先物取引法により定められているもので、リスクはほとんどないと認識しております。
固定化営業債権は、平成31年３月31日より１年以上前に発生した無担保委託者未収金であり、委託者の信
用リスクに晒されております。
破産更生債権等は、貸付金等から振り替えたものであり、契約不履行によってもたらされる信用リスクに
晒されております。
敷金及び保証金は、主に本社や支店のビルに対するものでありますが、賃貸人の信用リスクに晒されてお
ります。
営業債務である買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。
ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資等を目的にしたものであり、償還日は決算
日後、最長で３年であります。
預り金は、主に従業員に対するものであります。
デリバティブ取引は、商品先物取引及びオプション取引については受託業務を円滑に実施し、商品先物市
場の機能維持を主たる目的としております。
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③金融商品に係るリスク管理体制
ⅰ信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、信用リスクに関する管理規程に従い、営業債権及び貸付金について、取引先ごとの期日管理及
び残高管理を行うとともに、取引先の信用状況を把握する体制としております。
デリバティブ取引については、社内規程に従って行っており、また、デリバティブの利用にあたっては、
信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。

ⅱ市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
デリバティブ取引については、社内規程に従って行っており、商品先物市場における建玉数量は各商品
取引所の市場管理要綱の定める数量の範囲内とし、取引全体の投資限度額は社内規程の定める基準の範
囲内としております。業務本部長は日々の業務終了時に、市場部等から報告資料の提出を受け、社内規
程等を遵守しているか確認しております。
また、リスク管理上、市場リスクに関する定量的分析を利用しておりません。
市場価格の変動リスク以外の市場リスクの影響を受けるその他の金融商品については、各リスク係数の
変動に対する感応度の重要性が乏しいことから、記載を省略しております。

ⅲ資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社は各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性
リスクを管理しております。

ⅳ金融商品の時価等に関する補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を
採用することにより、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」
におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場
リスクを示すものではありません。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
平成31年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注）２参照）。

貸借対照表計上額 時価（千円） 差額（千円）（千円）
⑴　現金及び預金 2,910,686 2,910,686 －
⑵　委託者未収金 48,436 48,436 －
⑶　売掛金 49,464 49,464 －
⑷　差入保証金 8,880,051 8,880,051 －
⑸　委託者差金 1,325,408 1,325,408 －
⑹　未収入金 233,775 233,775 －
⑺　投資有価証券

その他有価証券 23,176 23,176 －

⑻　出資金 55,350 55,350 －
⑼　長期差入保証金 400,051 400,051 －
⑽　従業員長期貸付金 1,930 1,930 －
⑾　固定化営業債権 585,950

　　貸倒引当金（※） △571,961
13,989 13,989 －

⑿　破産更生債権等 229,282
　　貸倒引当金（※） △9,282

220,000 220,000 －
⒀　敷金及び保証金 640,000 640,000 －

資産計 14,802,318 14,802,318 －
⑴　買掛金 14,844 14,844 －
⑵　リース債務

（流動負債） 4,042 4,236 193

⑶　未払金 78,523 78,523 －
⑷　未払法人税等 43,462 43,462 －
⑸　預り金 12,342 12,342 －
⑹　預り証拠金 9,956,300 9,956,300 －
⑺　預り証拠金

代用有価証券 2,425,373 2,425,373 －

⑻　リース債務
（固定負債） 2,939 3,226 286

負債計 12,537,828 12,538,309 480
（※）個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資　産
⑴　現金及び預金、⑵　委託者未収金、⑶　売掛金、⑷　差入保証金、⑸　委託者差金、⑹　未収入金
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
としております。
⑺　投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
⑻　出資金、⑼　長期差入保証金
商品先物取引法により定められているもので、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
としております。
⑽　従業員長期貸付金
当社従業員との金銭消費貸借契約に基づく貸付金であり、回収が可能であるため、時価は当該帳簿価額
としております。
⑾　固定化営業債権、⑿　破産更生債権等
相手先ごとに、回収可能性を勘案し、回収不能見込額に基づいて貸倒見積額を算定しており、貸借対照
表価額から貸倒見積額を控除した金額が時価に近似しているため、当該価額を時価としております。
⒀　敷金及び保証金
敷金及び保証金については、本支店の閉鎖予定がなく、賃貸契約期間を見積もることが困難であり、ま
た市場価額がないため、当該帳簿価額としております。
負　債
⑴　買掛金、⑶　未払金、⑷　未払法人税等、⑸　預り金、⑹　預り証拠金、⑺　預り証拠金代用有価
証券
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
としております。
⑵　リース債務（流動負債）、⑻　リース債務（固定負債）
時価は、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定する
方法としております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区 分 貸借対照表計上額（千円）

非 上 場 株 式 62,048

これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時
価を把握することが極めて困難と認められることから、「⑺　投資有価証券」には含めておりません。
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３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
金銭債権については、ほぼすべてが１年以内の償還予定となっております。
なお、満期のある有価証券は保有しておりません。

４．リース債務の決算日後の返済予定額

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

リース債務 4,042 2,411 528

５．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
商品関連

区分 取引の種類 契約額等
（千円）

契約額等の
うち１年超
（千円）

時価
（千円）

評価損益
（千円）

市場取引 現物先物取引
売建 14,014 － 13,746 268

合計 14,014 － 13,746 268

７．資産除去債務に関する注記
賃借契約に関連して支出し、かつ、資産として計上している敷金の一部で、将来の退去時にその発生が見
込まれる原状回復費用等相当額については、当該資産除去債務の負債計上及びこれに対応する除去費用の
資産計上に代えて、当該敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積もり、そのう
ち当期の負担に属する金額を費用計上する方法によっております。
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８．税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因は、繰越欠損金及び貸倒引当金等であり、繰延税金負債の発生の主な原因
は、その他有価証券評価差額金であります。なお、繰延税金資産には全額評価性引当額を計上しておりま
す。

９．関連当事者との取引に関する注記
役員及び個人主要株主等

種 類 会社等の名称
又 は 氏 名

議 決 権 等 の 所 有
（被 所 有）割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 内 容 取 引 金 額

（ 千 円 ） 科 目 期 末 残 高
（ 千 円 ）

主要株主
（個人） 本田　忠 （被所有）

直接　14.68％ 当社主要株主 貸付金の連帯保証
貸付金の質権提供
（注）１

220,000 － －

主要株主
（個人） 村崎　稔 （被所有）

直接　 3.15％ 当社主要株主 顧問料
（注）２ 12,000 － －

（注）１．主要株主である本田忠氏名義の当社株式2,266千株は、投資その他の資産の破産更生債権等の担保として提供を受けております。
　　　２．顧問料については、経営助言等の顧問契約の内容に基づき、両者協議のうえ決定しております。
　　　３．上記取引金額には消費税は含まれておりません。

10．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 353円80銭
⑵　１株当たり当期純損失 20円12銭

11．重要な後発事象に関する注記
訴訟として、商品先物取引の受託に関し、当社を被告とする損害賠償請求が１件（請求額91,676千円）提
訴されております。

12．その他の注記
該当事項はありません。
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